
























































1 参議院事務局 ｢地方行政 ･警察委月会調査室｣を中心に､｢文教 ･科学委員会調査室｣｢国民




2 自治大臣官房地域政策室 ･財自治総合センターに ｢第3セクターに関する検討委月会｣が設
置された (平成10年4月～平成11年3月)｡筆者はこの委員に委嘱されている｡


























































































(1) 全体 (構成比 :%)
ノ区 分 平成5年1月1日 平成8年1月1日
公 社 数 構 成 比 公 社 数 構 成 比 増 加 率
都 道 府 県 2,963 35.9 3,224 34.5 8.8
指 定 都 市 480 5.8 532 5.7 10.8
市 区 町 村 4,803 58.3 5,588 59.8 16.3
合 計 8,246 100.0 9,344 100.0 13.3
(2)単独の地方公共団体出資割合25%以上の地方公社
区 分 平成2年1月1日 平成5年1月1日
公社数 構成比 増加率 公社数 構成比 増加率
都 道 府 県 1,700 ･31.0 13.0 2,111 31.7 24.2
指 定 都 市 315 5.8 27.5 376 5.6 19.4
市 区 町 村 3,462 63.2 16.6 4,172. 62.7 20.5
合 計 5,477 100.0 16.0 6,659 100.0 21.6
区 分 平成8年1月1日
公 社 数 構 成 比 増 加 率
都 道 押 黙 2,252 29.7 6.7
指 定 都 市 428 5.7 13.8
市 区 町 村. 4,900 64.6 17.5
(3) 参考 (単独の地方公共団出資割合250/o未満の地方公社)
区 分 平成5年1月.1日 平成8年1月1日
公 社 数 構 成 比 公 社 数 構 成 比 増 加 率
都 道 府 県 852 53.7 972 55.1 14.1
指 定 都 市 104 6.6 104 5.9 0.0
市 区 町 村 631 39.7 688 39.0 9.0
合 計 1,587. 100.0 1,764 100.0 ll.2
資料 :｢最新地方公社総覧｣ぎょうせい､平成9年1月
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図表2 地方公社の法人形態別設立数
(1)全体 (構成比:%)
区 分地方公社総数 -民 法 法 人 株式会社 有限会社- 特 別 汰 人財団法人 社団法人 小 計 雌 地方道路公社土地開発公社小 ~計
構成比 構成比 構成比 構成比 構成比 構成比 構成比 構成比 構成比 構成比
指定都市 532100.0 30857.9 7 1.3 31559.2 19436.5 8 1.5 3 0.6 12 2.3 23 4.3
市区町村 5,588100.02,04536.6 146 2.62,19139.21,72730.9 137 2.5 1 0.2 1,53227.4 1,53327.4
計 9,344100.04,21015.1 549 5.94,759弧92,75329.5 140 1.i 56 0.6 43 0.51,59317.01,69218.1
図表3 地方公社の種類
(1) 全体
都道府県 指定都市 市区.町村 計
構成比 構成比 構成比 構成比
1 地域.都市開発関係 235 7.3 60 ll.3 1,939 34.7 2,234 23.9
2 住宅.都市サービス関係 97 3.0 30 5.6 99 1.8 226 2.4
3 観光.レジヤ-関係 159 4.9 35 .6.6 969 17.3 1,163 12.4
4 農林水産関係 645 20.0 37 7.0 577 10.3 1,259 13.5
5_商工関係 362 ll.2 32 6.0 234 4.2 628 6.7
6 社会福祉.虎健医療関係 438 13.6 57 10.7 214 3.8 709 7.6
7 生活衛生関係 107 3.3 35 6.6. 111 2.0 253 2.7
8 運輸.道路関係 280 8.7 65 12.2 114 2.0 459 4.9
9 教育.文化関係 332 こ10.3 84 15.8 721 12.9 1,137 12.2
10公害.自然環境保全関係 39 1.2 7 1.3 35 0.6 81 0.9
11情報処理関係 57. 1.8 9 1.7 51 0.9ー 117 1.3
12 国際交流関係 59 1.8 17 3.2 50 0.9 126 1.3





















民 法 法 人 商 法 法 人 特 別 法 人 計構成比財団法人 社団法人構成比小 計 株式会社 有限会社 小 計 地方住宅供給公社 地方道路公社 土地開発公社構成比 構成比 構成比 構成比 構成比 構成元 構成比 構成比
-1 地域.都市開発関係 396 17.7 16 0.7 412 18.4 229 10.2 2 0.1 231 10.3 1,593 71.2 2,236100.0
2 住宅.都市サー ビス関係 95 42.4 2 0.9 97 43.3 71 31.7 71 31.7 56 25.0 224100.0
3 観光.レジャー 関係 334 28.7 28 2.4 362 31.1 766 65.9 35 3.0 801 68.9 1,163100.0
4 農林水産関係 361 28.7 420 33.4 781 62.0 414 32.9 64 5.1 478 38.0 1,259100.0
5 商工関係 363 57.8 13 2.1 376 59.9 236 37.6 16 2.5 252 40.1 628100.0
6 社会福祉.保健医療関係 675 95.2 18 2.5 693 97.7 16 2.3 16 2.3 709100.0
7 生活衛生関係 187 73.9 7 2.8 194 76.7 54 21.3 5 2.0 59 23.3 253100.0
8 運輸.道路関係 65 14.2 65 14.2 343 74.7 8 1.7 351 76.5 43° 9.4 459100.0
9 教育.文化関係 1,077 94.7 29 2.6 1,106 97.3 30 2.6 1 0.1 31 2.7 1,137100.0
10公害.自然環境保全関係 80 98.8 ~1 1.2 81100.0 81100.0
11情報処理関係 ll 9.4 2 1.7 13 ll.1 104 88.9 104 88.9 117100.0
12国際交流関係 123 97.6 123 97.6 3 2.4 3 2.4 .126100.0
13その他 443 46.5 13 1.4 456 47.9 487 51.2 9 0.9 496 52.1 952100.0






(1) 全体 (構成比 :%)
地方公共団体出資割合業務区分 地方公共団体全額出資法人 地方公共団体50%以上出資法人 民間50%以 計構成比単独地方公 複数地方公 構成比 単独地方公 複数地方公 構成比共団体出餐構成比 共団体出資構成比 共団体出質構成比 共団体出資構成比 上出資法人構成比
■1 地域.都市開発関係 1,773 79.3 147 6.6 1,920 85.9 104 4.7 42 1.9 146 6.5 170 7.6 2,236 100.0
3 観光.レジャー 関係 249 21.4 26 2.2 275 23.6 385 33.1 39 3.4 424 36.5 464 39.9 1,163 100.0
4 農林水産関係 103 8.2 23 1.8 126 10.0 447 35.5 123 9.9 570 45.3 563 44.7 1,259 100.0
5 商工関係 96 15.3 17 2.7 113 18.0 143 22.8 126 20.1 269 42.8 246 39.2 628 100.0
7 生活衛生関係 82 32.4 46 18.2 128 50.6 39 15.4 15 5.9 54 21.3 71 28.1 253 100.0
8 運輸.道路関係 75 16.3 19 4.1 94 20.5 82 17.9 85 18.5 167 36.4 198 43.1 459 100.0
9 教育.文化関係 676 59.5 37 3.3 713 62.7 204 17.9 49 4.3 253 22.3 171 15.0 1,137 100.0
10公害.自然環境保全関係 23 28.4 10 12.3 33~40.7 18 22.2 12 14.8 30 37.0 18 22.2 81 100.0
11情報処理関係 2 1.7 1 0.9 3 2.5 9 7.7 7 6.0 16 13.7 98 63.8 117 100.0
12国際交流関係 50 39.7 7 5.6 57 45.2 55 43.7 4 3.2 59 46.8 10 7.9 126 loo.0
13その他 218 22.9 37 3.9 ･255 26.8 161 16.9 54 5.7 215 22.6 482 50.6 952 100.0
計 3,663 39.2 462 4.9 4,125 44.1 1,815 19.4 665 7.1 2,480 26.5 2,739 29.3 9,344 100.0
?? ? ??? ?








法 人■形 態根 拠 法 法 人 名 地方団体の出資割合 (下段 :法人数､上段 :%)全額出資 100%未満50%以上 50%未満25%以上 25%未満
商 法 .法 人 株式会社 (2.3%) (26.7%) (26.3%) (44.8%)
(29.5) 2,753 62 734 725 1,232
有限会社等 (5.0%) (61.4%) (22.1%) (ll.4%)
( 1.5) 140 7 86 31 16
I 小計 (31.0) (2.4%) (28.3%) (26.1%) (43.1%)
2,893 69 820 ケ56 1,248
民 法 法 人 財団法人 (48.7%) (25.0%) (16.6%) (9.6%)
(45.1) 4,210 2,051 1,054 699 406
社団法人 (2.9%) (27.0%) (42.4%)_ (27.7%)
( 5.9) 549 ･16 148 233 152
4,759 2,067 1,202 952 558
特 別 法 人 土地開発公社 (92.9%) (3.0%) (2.1%) (1.9%)
(17.0) 1,593 1,480 48 34 31
地方道路公社 (69.8%) (30.2%) (0.0%) (0.0%)
( 0.5) 43 30 13 0 0
地方住宅供給公社 (62.5%) (37｣5%) (0.0%) (0.0%)
( 0.6) 56 35 21 0 0
小計 (18.1) (91.3%) (4.8%) (2.0%) (1.8%)
1,692 1,545 82 34 31
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図表9 監理団体の経営評価項目
財 務 項 目 事 業 項 目 組 織 項 目
資本金 (基本財産) 総事業費 役員 (理事)数の推移
自己資本 (正味財産) 自主事業費 都派遣役員 (理事)数
総資本 (負債及び正味財産合計) Tうち補助金額(公益法人のみ) 都OB役員 (理事)数
自己資本比率 (正味財産比率) 受託事業費 固有役員 (理事)数
固定資産 公益事業費 (公益法人のみ) 国関係役員 (理事)数

















(基本財産運用収入 く会費〉) -人当たり役員 (理事)報酬額
(その他) -人当たり職員給与額 (千円)
経常支出 人件費比率
売上原価 (事業費) 役月 (理事)平均年齢 (歳)
販売費及び一般管理費 (管理費) 職月平均年齢 (歳)
営業外費用 その他 固有職月平均在職期間 (午)
減価償却額 減価償却額 固有職員のうち管理職数
営業利益 事業利益 -人当たり研修費 (千円)
営業外利益 事業外利益 一人当たり福利厚生費 (千円)
経常利益 経常利益 一人当たり管理費 (千円)
経常収支比率 経常収支比率 . 役員-人当たり利益額 (千円)
特別利益 臨時収入支出 職貞一人当たり利益額 (千円)
(運営費補助金額) 役員-人当たり事業費 (千円)









事業タイプ 分類NO 事業の種類 定義
①施設管理運営 1 施設管理運営 県 .国 .自団体 .他の団体が所有する施設について管理 .運営を行
うもの
2 鉄道経営 鉄道事業の経営を行っているもの
3 宿泊施設運営 宿泊施設の経営 .運営を行うもの
4 付帯施設管理運営 上記施設に付帯する施設 (駐串場 .レストラン等)の管理 .運営を
型 行うもの
5 不動産賃貸 住宅 .土地 .施設等の不動産物件を賃貸するもの
@逮設製追販売型 6 用地買収､造成 施設や設備の建設等のために用地を買収したり､造成したりするも
の (譲渡のための用地買収も含む)
7 施設､設備等の建設 公共施設､設備又は住宅等を建設するもの
8 不動産売買 住宅 .土地 .施設等の不動産物件を売買するもの
9 物品の生産 .製造 .仕入 .販売 物品を生産 .製造又は仕入れ､販売するもの
@令高虫サービ 10 補助 .助成金の交付 補助金や助成金をその対象者に対して交付を行うものll 金銭の貸付､債務保証 個人または法人に対して金銭を貸付けたり､債務保証を行ったりす
ス型 るもの
④役務堤供型 人的支援 12 人材交流 .派遣 国際交流や国体への選手派遣など人的交流を目的として､人材の受
入れや派遣を行うもの
13 指導 .相談 各種相談の窓口を設置し､相談や指導を行ったりするもの
14 研修 .技術支援 各種研修を行ったり､′.技緬的な援助や支援を行ったりするもの
調塞研究 15 調査研究 具体的な政策課題について調査研究をするもの6 検 .分析 検李 .分析を行うもの
普及啓発 17 催事企画 セミナーや講演会等の催事を企画し､啓発 .PR等を行うもの
18 スポーツ振興 スポーツの普及 .振興を行うもの
19 情報の提供 印刷物や七デオ等の情報を無償または有償で提供 .販売するもの
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図表1111 運営評価指標一覧
視点 事業タイプ r 評価指標 定性/定量 定義
計画性 全タイプ共通 経営基本方針の策定 定性 団体自らの使命.目的を経営方針として認識.-実践しているか
外部経営環境の把握度 定性 団体をとりまく外部経営環境の変化の動向を把握.分析しているか







目的適合性 全タイプ共通 事業/目的適合性 走性 事業内容と団体の設立目的が合致しているかどうか
_目標単位の妥当性の検証 定性 事業目標 (定量的数値)の単位設定が妥当かどうか
目標値の妥当性の検証 定性 事業目標 (定量的数値)の設定方法が妥当かどうか
目標/実績の差異分析 定性 H標値と実績値に差異が生じた場合､差異を調査.分析~.報告を行なっているか
顧客満足度 定性 団体が提供するサー ビス等に対する顧客の満足度を調査.分析しているか
ニー ズの把握度 走性 新規事業の企画段階または新しい商品やサー ビスの提供を開始する際に顧客のニー ズを調査.分析しているか
健全性 公益法人のみ 事業構成の健全性
･収益事業比率 定量 (収益事業の事業費÷全事業の事業費×100とは団体自らが収益 業と考えている事業を指す)



























･財政的支援の適正度 定年 県からの財政的支援 (補助金)に依存しない経営努力を行っているか
公益法人のみ 補助金収入依存度 ノー⊥◆日疋亘 (補助金収入÷収入合計×100)とは国及び地方公準団体からの公的補助金の合計額を指す)
全タイプ共通 情報の公開性 定性 地域住民に対して自公社の情報を公開しているか
資産管理の健全性
･有価証券等の評価 定性 相場め変動による影響及び投資先の資産状態を把握しているか
金融サー ビス型 ..貸付金の回収可能性 定性 貸付金の回収可能性及び保証債務の履行請求の可能性を検討
･.保証債務の履行請求の可能性 しているか
建設製造販売型 ･開発用不動産等の含み損 定性 所有する開発用不動産等について含み損益､見込損益を把握義 しているか
全タイプ共通 ･固定資産の管理保全状況 定性 所有､管理する固定資産について保全状況は適正か
効率性 仝タイプ共通 管理費支出額e)合理性 .
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図表11-3 運営評価指標一覧
視点 事業タイプ 評価指標 走性/定量 定義
効率性 全タイプ共通 ･1人あたりの管理費の削 ′▲-.旦 [〔1-(前年度の管理費÷前年度職員数)÷(前々 年度管理
減率 疋里 費÷前々 年度職員数))×100]
管理費の予算節約皮 定量 ((1｢管理費実績額÷管理費予算額)×100)
管理費の予算実績差異分析 - 定性 予算節約度の原因分析結果が業務改善へ結びつけられているか
管理費削減の工夫度 定性 管理費を削減するための工夫がどれだけ凝らされているか
間接部門の労働効率





資産運用効率改善の工夫度 定 性 資産運用効率を改善するための工夫がどれだけ凝らされているか
事務処理効率改善の工夫度 定性 事務処理の効率を改善するための工夫がどけだけ凝らされているか
間接部門の効率化のための工 定性 業務の効率化､コストダウンのためにアウトソー シング(外
夫皮 部委託)を活用しているか
提供数 施設管理運営型 施設等利用人数 定量 施設等利用人数
提供数/資源投入数 (効率性) 職員1人あたりの施設等利用人数 (施設等延利用人数÷職員数)建設製造販売型 職員1人あたり建設製造販売実績 定量 (建設製造販売実績数÷職員数)
金融サー ビス型 貸付.債務保証件数 ノー-L■Eヨ疋亘 貸付.債務保証件数職員1人あたりの資金提供芙 (貸付実績額÷職月数)
績 (債務保証実績額÷職員数)
役務提供型 役務提供数 ノーlI旦 役務提供数
職員1人あたり役務提供実績 疋里 (役務提供数÷職月数)
資源投入実績/質源投入能力 (利用-辛) 施設管理運営型 施設利用率 ′⊥-●日疋亘 (施設等延利用人数÷施設延定月数×100)
建設製造販売型 設備等稼働率 定量 (設備稼働実績÷設備稼働能力×100)
金融サー ビス 余剰資金比率 ∫-1† 提供資金期末残高 資金提供額×100)
コスト/資源投入実績 金融サー ビス型 事務経費率 定量 ((事務経費+業務委託費)÷資金提供額×100))
経済性 全タイプ共通 ベンチマー クの設定 定性 同種の事業形態､同規模の他団体をベンチマー ク対象として設定しているか





視点 事業タイプ 評価指標 走性/定量 定義




株式会社のみ 自己資本利益率 定量 株式会社:(経常利益÷自己資本×100)
収益事業全タイ 総資本利益率 一J†_旦 株式会社:(経常利益÷総資本×100)
プ- 疋里 公益法人:(正味財産増加額÷総資本×100)
全タイプ共通 総資本回転率 ∫-⊥†旦 株式会社:(売上高÷総資本×100)
疋里 公益法人:(収入合計÷総資本×100)
株式会社のみ 売上高粗利益率 ∫-L■日疋亘 (売上粗利益÷売上高×100)
全タイプ共通 売上高 (収入合計)人件費比 ∫-1一旦 株式会社:(人件費÷売上高×100)
率 疋里 公益法人:(人件費÷収入合計×100)
収益事業全タイ 売上高経常利益率 ∫-1→_邑 株式会社:(経常利益÷売上高×100)
プ 定見 公益法人:(正味財産増加訴÷収入合計×100)
全タイプ共通 職月1人あたり売上高 (事業 ′⊥一旦 株式会社:(売上高÷職員数)
収入) 疋里 公益法人:(事業収入÷職月数)
事業収支比率 公益法人のみ 収支比率 ノー⊥IEヨ疋 (事業支出額÷事業収入×100)
事業成長 収益事業全タイ 売上高 (収入合計)の伸長率 ′-▲一亡ヨ ((前年度売上高-前々 年度売上高)÷前々 年度売上高×
性 プ 疋亘 100))
事業の健 施設管理運営型 維持管理コスト増加率 ′L.旦 (前年度の維持管理コスト÷前々 年度の鹿持管垣コスト×
全性 疋旦i 100)
建設製造販売型 在庫回転率 I-⊥一旦 株式会社:(売上高÷在庫金餅)
疋Bi 公益法人:(事業収入÷在庫金額)
金融サー ビス型 滞留.貸倒債権比率 ノー⊥†日疋亘 ((滞留債権+貸倒債権)÷貸付金残高×100)
実績/計 全タイプ共通 売上 (事業塀入)の対計画比 I-一旦 株式会社.'(売上高実績額÷売上高計画額)
画 率 疋里 公益法人:(事業収入実績額÷事業収入計画額)
全タイプ共通 事業費の対計画比率 ′⊥†目疋亘 (事業支出実績額÷事業支出計画額×100)
施策実施 仝タイプ共通 計画/実績の差異分析 走性 ･計画額と実績額に乗離が生じた場合､その差異について調･改善努 塞.分析.報告しているか
力度 ･計画/実績の差異分析に基づいて､その乗離改善努力を行なっているか
施設製造販売型 生産コスト低減努力度 定性 物品の生産コスト低減のための努力(施策)を行をつているか
建設製造販売型 購買コスト低減努力度 定性 物品の購買コスト低減のための努力(施策)を行なっているか
全タイプ共通 外部委託コスト低減努力皮 定性 交渉や入札等により外部委託コスト(業務委託費)低減のための努力 (施策)を行なっているか
全タイプ共箪 収入増加努力皮 定性 事業収入を増加させるための努力(施策)を行なっているか
全タイプ共通 職員1人あたりの事業費増減 ′⊥●_邑 ((前年度の事業費÷前年度の職員数ト (前々 年度の事業







































































34 地方公社 ･第3セクターと事業評価 ･経営破綻に関する一考察
図表12 民法法人の経営診断判定指標 ･試案
1 経営診断分析指標
1 経営健全化診断指数 2 経営破綻診断指数 (｢倒産括数｣ こー準拠_※1)
-(成長性+事業性向+公益性①+公益性(参+収益性①+収益性②+②財務①+労務①)収支差 (繰越額)増加率(1) - (基本財産 運用財産)増加率 - (収益力+支払能力+活力+待久力+成長力)÷5(1) -_芸蓋葦董 :叢妻差
(2) 事業性向-芸蓋葦藁葺 (2) 支払能力ニー濃 霧
(公益事業費対収益事業費比率) (事業費対公益事業費差比率)
(3) 公益性①-釜妻妾蓋蓋 (3) 活力 基本票差警慧票財産
(事業費対公益事業費比率)(4).公益性②-公益事業 .収支差公益事業費今 事業費収支差比率)5 収 ① 掌董書芸芸 (4) 待久力 -基本財産+運用財産負債 -基本財産+運用財産5成長力-(基本財産+運用財産上 当期純収支差3 経営安全化診断指数
(事業費対収益事業費比率)(6) 収益性②三収益事業 .収支差収益事業費 借入金(1) 安全性①〒基本財産+運用財産(借入金依存比率)
(収益事尭費収支差比率)(7) 財務① -支払利息主翼聖霊姦受取利昼 累積赤字額(2) 安全性②-底本財産+運用財産(累積赤字額比率)
(事業費対支払利息比率)(8) 労務①-役員報酬+従業月給与+福利厚生費事業費総額売上高村人件費比率) (3) 採算性 -(1-損益分岐点売上高)事業費総額(経営安全比率)
2 公共団体支援指標
1 地方公共団体の直接的支援指数 2 地方公共団体の間接的支援指数
- (補助金比率+委託事業費比率) - (軽減税比率+人件費負担比率)
(1) 補助金比率 一驚 蔓題 (1) 軽減税比率 減笥 謡 欝 額
(2) 委託事業費比率-委託事業費 ※3事業費総額 (2) 人件費負担比率-公共団体の人件費負担費事業費総額
3 地域経済貢献度指標 4 費用削減効果指標
1 経済波及効果指数 1 行政費用削減効果指数
(1) 所得額寄与比率-市票諾 完加 (1) 費用削減寄与比率 一課





1 経営診断指数 2 経営破綻診断指数 (倒産指数 ※1)
- (成長性+収益性(∋+収益性(卦+財務①+財務②+販売① 販売②+労務①)(1) -警讐 票諾莞葦 - (収益力+支払能力+活力+待久力+成長力)÷5売上高(1) -営業費用+支払利息
(2, 収益性①-一票 語 (2) 支払能力-漂 悪露
(売上高対営業利益率)(3) 収益性②-薯 苦纂自己資本対経常利益率) (3, 活力 一志 露自己資本4) 待久力 -一｢頁面一
(4) 財務① -適 塾窒藍流動負債(流動比率)5 - ② 支払利息 .,%琵 覧 受取利息売上高村支払利息比率) (5) 成長力 -自己資墓至芸嘉純利益3 経営安全化診断指数1 安全性① 悪 路
経常利益(6) 販売① -1 喜工面-(売上高村経常利益率) (借入金依存率)(2) 安全性②-累積赤字額総資本
(7)販売② -販売費+管理費純売上高(販売 .管理費比率) (累積赤字額比率)(3) 採算性 -(1-損益分岐点売上高 )売上高
(8) 労務①-役員報酬+従業員給与+福利厚生費純売上高(売上高対人件費比率) (経営安全率)
2 公共団体支援指標
1 地方公共団体の直接的支援指数 2 地方公共団体の間接的支援指数
-(補助金比率+委託事業費比率) - (軽減税比率+人件費負担比率)
(1) 補助金比率 一驚 毒#,% 2 (1)軽減税比率 -減鴛 誤 欝 徽
(2) 委託事業費比率-委慧 墓誌諾 3 (2) 人件費負担比率-公共団体の人件費負担費事業費総額
3 地域経済貢献度指標 4 費用削減効果指標
1 経済波及効果指数 1 行政費用削減効果指数
(1) 所得額寄与比率-市諾 諾欝 (1) 費用削減寄与比率 -賃 書芸告
※1 『倒産指数』日本経済新聞社 ※2 自治体からの補助金 ※3 自治体からの委託事業費

















































































汰人 1 設立年月日 1 設立年月日2 資本金 2 基本財産
樵要 3 従業員数 ● 3 職月数
4 常勤役月数 . 4 常勤役員数
損 1 売上高 1 事業収入総額
益計算 2■売上痕価 皇 公益事業部門の収入疲額3 総利益-う 3 収 書肝ヨd) 総
全日等 4 営業利益 4 公益事業部門の支出総額
より記 5 経禽利益 .- 51収益事業部門d)支出総額6 税引き前当期利益 6 の収入 -支出琴額-収支差
入 7 当期未処分利益 7p当知未処分利益±当期末繰越金
'~-貸借 1 流動資産 - ~1 流動資産
2 固定資産 ~ 2 固定資産 .
3 投資等 3.投資等 -
4 資産合計 4 資産合計
5 流動負債, 5 流動負債
6 固定負債 . 6 固定負債
7 負債合計 7 負債合計
対顔 9 自己資本 9 自己資本





16損益分岐点売上高- 1篭 16損益分岐点売上高- 1篭
17付加価値-売上高-仕入原価 (売上原価) 17付加価値-売上高-仕入原価 (売上原価)
自治 1 自治体から.の補助金 1 自治体からの補助金2 自治体からの委託事業費 2 自治体からの委託事業費
体からの支援 3 固定資産税等の軽減措置等による負担軽減分 3 固定資産税等の軽減措置等による負担軽減分の経費 の経費




















⑬ 変動費 (総費用を変動費と固定費に分 け る)

























































･ 生産性-総資本投資効率-敬 (認 諾 )
2 従業B1人あたりの売上高-蓋 暑










































･ 生産性-総資本投資効率-敬 (1(諾 525)
2 従業B1人あたりの売上高-事慧 欝 額
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図表 16 金融と ｢地方公社 ･第 3セクター等｣問題 ･課題関連図
金 高虫緩 和 - 不動産開発
l ー
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事業化の類型 1典型的な自立型の第3セクタ 2 典型的な施設運営管理型の第 3 行政業務の代行.補完型の役 4 金融サー ビス支援型の行政代 5 特別立法に基づく法定地方
一事業方式 3セク.タ一事業方式 務提供サー ビスの第3セクター事業方式 行.補完型め第3セクター 事業方式 三公社に事業方式
事業の特徴 計画立案一施設建設～資金調達 計画立案一施設建設～資金調達ま 施設整備や施設の管理運営を受託 施設整備や施設の管理運営を受託 公有地の拡大法等､法律に基づ
～管理運営までを一貫して､第3では一貫して地方公共団体等が施 するケー スとは異なる○行政業務 するケー スとは異なる○金融関連 き行政の業務を代行する特別法
セクター が自ら事業を実施する典 設整備を行うo管理運営のみを委 の代符.補完的な業務であり､役 の行政サー ビスの代行.補完的な 人である(地方公共団体と一体
型的な自立型の第3セクター 事業 託され第3セクター が事業を行う 務提供業務を行うケー スである 業務を行うケー スである(一部は 的に業務を進める
方式である ケー スである(一部､自社固有の (施設管理運営業務受託に付帯. 施設運営管理型と代行.補完型の
施設所有を含む) 付随的に行われるケー スを含む) 付帯的.付随的業務)
事業.~業務形態 代表的な事例は商業施設等と公共 代表的な事例は商業と公益施設や 代表的な事例は､国際交流や人材 代表的な事例は､金融関連サー ビ 1土地開発公社公益施設等を一体的に開発するも 公の施設等が一体的に整備された 育成､研修､普及啓発活動などを スとして､助金等の交付や金銭の 2地方住宅供給公社の(施設は区分所有形態のケー ス 施設を､一元的に管理運営受託す 中心にした行政業務の代行.補完 貸付などを行政の代行的に行うケ 3地方道路公社
のものを含む) るケー スである 的なサー ビスを行うケー スである.-スである の3つがある
主な業務内容-1 工業 (住宅)用地等の分譲開発 1 公の施設1:体育Tスポー ツ施設関連施設等 1 人材交流.人材派遣 1 補助金.助成金の交付
2 公益施設と商業施設等の多機能複合 2 公の施設2:文化ホー ル図書館等文教関連施設 2 普及啓発.指導.相談 2 金銭の貸付.債務保証等
3 賃貸業務施設 (住宅)等複合施設 3 公の施設3:博物館.郷土資料館等の関連施設 3 研修.技術支援 3 基金の活用による由成等
4 宿泊施設等の施設整備事業 4.公益施設と商業施設等の多機能複合 4 検査.分析.研究 4 その他
5 産業振興.基盤施設等の整備 5 賃貸業務施設(住宅)等複合施設 5 調査研究
6 テー マパー ク施設 6 商業(業務)施設等の管理運営 6 催事企画.イベント等
7 リゾー ト施設 7 宿泊施設等の管理運営 7 スポー ツ振興
8 駐車場施設.開発整備事業 8 日帰り温泉施設等の管理運営 8 文化振興
9 製造.販売施設等の整備事業 9 飲食.物産販売施設等の管理 9 情報提供.情報分析
10新交通システム.鉄道新線 10産業振興.基盤施設等の管理 10共済組合等
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経営破綻 一現在再建途上中 太平山リpゾ- ト開発､カナディアンワール ド
経営破綻 .係争 .協議中 泉佐野コスモポリス､長岡スペースネオ トピア
図表19-2 出資状況にみる公社 ･第3セクターの問題点 ･課題









● 監査委月の監査権 (地方自治法第 199条)はない
● 議会による関係予算の審議､経営状況の報告対象は ● 出資比率 500/.以上
● ちなみに､｢公の施設｣の管理法人は､出資比率は50%以上必要である
↓ く公共団体の出資を250/.未満 とする主な理由》








処理策 ● 新潟ふるさと村 ● 佐川急便事件 ● 県知事は辞任
● 太平山リゾー ト開発 ヰ 藤田観光撤退 ● 秋田市が肩代わり
● これらの事例は､いずれも地方公共団体が､偶務等を肩代わり再建 した
一方､
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壷表 違 萄 ｢-=･=lー
発 生 i一 重警慧讐
撃 二軍 要 撃 ｣
†【危杉蓮的 要 因 】圭習鮎 里翫 収
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